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５  財産に関する調書

  この調書は、地方自治法施行令第１６６条第２項の規定に基づき、本年度における財産の異動

状況を明確にするため調製されたものである。

（1） 公有財産

区    分
単   

位
平成２４年度末 平成２３年度末 比較増減

増減比率

（％）

  土      地

(上記のうち山林)
㎡

7,996,246.36

(2,301,922.39)

7,921,550.20

(2,301,922.39 )

74,696.16

        (0）

0.9

     (－)

  建      物 ㎡ 1,048,249.74 1,052,162.67 △3,912.93 △0.4

  有 価 証 券 千円 881,200 881,200 0 （－）

  出資による権利 千円 1,523,023 1,523,461 △438 0.0

（備考）土地及び建物の比較増減高については、本年度中に増減した分に加え、過年度中の増減で公有財

産台帳に未登載であったことが判明した分｛土地 110 件 38,083.26 ㎡、建物 71 件△11,674.71 ㎡（た

だし、件数は面積の増減を伴わない異動分を除く。）｝が含まれている。

［増減の主な内容］

ア 土   地

     ［ 増 加 分 ］ ［ 減 少 分 ］

・山本多目的公園 9,668.00 ㎡ ・江上本用地 △12,516.10 ㎡

・高良台地区耕地保護地 9,644.21 ㎡
・消防署出張所

（東、西、南、善導寺）
△6,006.52 ㎡

・高良内溜池 9,015.00 ㎡

・大塚古墳 6,934.22 ㎡

・青陵中学校 6,895.00 ㎡

・北部一般廃棄物

処理施設用地
5,241.00 ㎡

・大道溜池 5,058.00 ㎡

イ 建   物

［ 増 加 分 ］ ［ 減 少 分 ］

・市営暁住宅№６棟 4,124.47 ㎡ ・久留米市消防本部 △3,564.72 ㎡

・北崎住宅 1,760.12 ㎡ ・野中町高島屋敷防火水槽 △2,903.00 ㎡

・青木団地№２棟 1,122.05 ㎡
・消防署出張所

（東、西、南、善導寺）
△2,835.24 ㎡

（備考１）土地（高良台地区耕地保護地、高良内溜池、大塚古墳、青陵中学校、大道溜池、消防署出張所）、建物
（久留米市消防本部、野中町高島屋敷防火水槽、消防署出張所）については、本年度中に増

減したものではなく、公有財産台帳に未登載であったことが判明したもの。

（備考２）同一の口座（名称）で増減両方の異動がある場合は、その合計値を増加又は減少の値として表

示している。また、「消防署出張所（東、西、南、善導寺）」は、同じ性質の４口座の異動分を合計

したものである。



101

ウ 山   林      増 減 な し

エ 有価証券       増 減 な し

オ 出資による権利  

［ 増 加 分 ］                ［ 減 少 分 ］

（な し） ・ふくおか県酪農業協同組合出資金 △438 千円

(2) 物   品

本年度末現在高は 714 点となっており、前年度末の 715 点から１点が減少している。

自動車は、10 台減少しているが、その内、消防ポンプ自動車４台の減は、「消防団車両更
新・廃棄計画」に基づくものである。その他の車両の減については、既存車両やリースにより対

応している。

適正な備品管理体制の構築については、これまで指摘し続けてきたところである。これを受

け、前年度から、全庁的な研修が行なわれ、備品管理の重要性をはじめ、具体的な事務処理

の方法など、その徹底を図ったとのことであるが、残念ながら、その後も前年度に廃棄していた

物品が２点、以前より所有していた物品１点が届出漏れにより、未登載になっていたことが判明

しているので、改めて徹底に努められたい。

(3) 債   権

   本年度末現在高は 43億 5,901万 3千円で、前年度に比べ 9,630万円の増加となっている。

   ［増減の主な内容］

    増 加 分 減 少 分

・市 民 税 107,294 千円 ・住宅新築資金等貸付金 △4,530 千円

・母子寡婦福祉資金貸付金 3,829 千円 ・下水道受益者負担金及び分担金 △3,721 千円

・地域総合整備資金貸付金 △3,332 千円

・若年者専修学校等技能習得資金貸付金 △3,030 千円



102

(4) 基   金   

   本年度末現在高は 258億 52 万 9 千円で、前年度と比べて 22 億 6,637万 1千円の増加と
なっている。

   これを増減別にみると、年度中の増加額は 28 億 5,127 万 9 千円、一方、減少額は 5 億
 8,490万 8 千円となっている。
なお、久留米広域定住自立圏形成基金については、当該基金条例自体は廃止されていな

いものの、平成２３年度末に全額を取り崩したあとは基金残高がないため、財産に関する調書

には記載されていない。

  [増減の主な内容]

   増 加 分      減 少 分

・財政調整基金 1,993,014 千円 ・久留米市北野地域振興基金 △266,072 千円

・減債基金 502,628 千円 ・久留米市三潴地域振興基金 △125,154 千円

・久留米競輪場施設等改善基金 290,200 千円 ・久留米市城島地域振興基金 △81,416 千円

・久留米市産業技術振興基金
（新規）

30,000 千円 ・久留米市住民生活に光をそそぐ基金
（廃止）

△50,000 千円

・久留米市田主丸地域振興基金 △32,845 千円

・久留米市特定地域浄化槽整備
推進基金

△13,209 千円

（備考）  （３）債権、（４）基金の年度末現在高及び増減額については、毎年度 3 月 31 日現在の状況

であり、出納整理期間中の増減を含む決算統計上の現在高及び増減額（積立・取崩額）

とは一致しない。


